戦前日本の非正規労働者　－官営八幡製鐵所における職夫について(上) by 長島, 修











































































































 3）大里仁士「官営八幡製鉄所草創期における労働関係の資料的検討（1） （2）」（『八幡大学論集』第 35巻第
3号，4号，1984年 12月，1985年 3月）は，職夫に関する資料的紹介の意味は大きいが，その中身や意味
していることを検討するという点では不十分である。
 4）三宅明正「第 1次大戦後の重工業大経営労働運動― 1920年八幡製鉄所大争議を中心に―」（『日本史研究』
第 197号，1979年 1月）
 5）飯田賢一「近代鉄鋼技術の発展と労働力」（鉄鋼と鉄道研究部会，国際連合大学，1981年）

























































































































































































第 2類 給与 第 1節 俸給及退官賜金
第 2節 旅費
第 3節 雑給
第 3類 職夫 第 1節 傭人
第 2節 職工
第 3節 鉱夫


























































25）「製鐵所従業員勤続表彰規程」1924年 9月 22日，鉄達 32号，所中一般，『例規原義』昭和五年下）








































27）『くろかね』第 8号，1919年 12月 15日
28）三宅，広川論文を参照。






174 立命館経営学（第 48巻　第 4号）
築などの労働にも相当の人数が割かれていた。そして，生産過程の基本は職工中心に行われて
いたと推測される。

























1898 0 34 114 0.30 
1899 0 229 81 362 0.22 
1900 5,106,766 (23,678) 876 266 490 0.54 
1901 9,984,154 (1,267,252) 30,041 11,341 880.4 2283 5.0 504 4.53 
1902 10,056,787 (1,349,778) 10,218 32,316 311.2 1,763 18.3 438 4.03 
1903 10,390,238 (981,185) 0 42,265 245.8 1,729 24.4 629 2.75 
1904 12,709,193 (990,175) 32,503 61,980 205.1 3,610 17.2 704 5.13 
1905 15,536,832 (963,194) 88,441 86,848 178.9 6,155 14.1 3,073 712 8.64 49.9 
1906 17,618,410 (1,697,512) 100,570 134,302 131.2 7,263 18.5 3,058 829 8.76 42.1 
1907 19,981,850 (1,694,247) 96,758 141,877 140.8 7,876 18.0 3,086 844 9.33 39.2 
1908 24,480,506 (1,280,683) 103,056 131,532 186.1 7,602 17.3 2,612 879 8.65 34.4 
1909 28,137,062 (880,963) 116,059 157,720 178.4 6,457 24.4 1,562 882 7.32 24.2 
1910 28,752,660 52,003 129,122 209,740 137.1 6,380 32.9 920 810 7.88 14.4 
1911 31,764,811 1,546,286 147,668 233,459 136.1 6,483 36.0 1,426 892 7.27 22.0 
1912 33,984,230 4,838,764 177,880 276,327 123.0 6,949 39.8 1,830 914 7.60 26.3 
1913 34,285,484 4,404,860 178,714 304,089 112.7 8,767 34.7 2,124 919 9.54 24.2 
1914 35,795,945 6,254,550 221,676 333,795 107.2 9,884 33.8 2,444 991 9.97 24.7 
1915 39,910,354 13,507,834 246,724 382,142 104.4 12,567 30.4 2,348 1,041 12.07 18.7 
1916 43,122,426 30,575,572 302,058 472,336 91.3 13,073 36.1 3,934 1,214 10.77 30.1 
1917 46,728,790 45,645,343 298,826 480,729 97.2 14,128 34.0 4,212 1,343 10.52 29.8 
1918 51,782,679 57,727,296 269,185 453,824 114.1 15,822 28.7 4,892 1,573 10.06 30.9 
1919 62,640,359 5,094,823 267,265 437,592 143.1 16,273 26.9 5,954 1,964 8.29 36.6 
1920 74,153,339 14,743 243,572 448,920 165.2 17,190 26.1 6,185 2,278 7.55 36.0 
1921 92,321,511 9,122 407,207 516,444 178.8 16,434 31.4 5,057 2,444 6.72 30.8 
1922 104,909,432 13,478 465,577 593,791 176.7 16,044 37.0 4,807 2,261 7.10 30.0 
1923 120,147,166 438,498 485,238 632,775 189.9 16,627 38.1 5,566 2,467 6.74 33.5 
1924 128,409,290 866,772 489,260 684,658 187.6 17,211 39.8 6,338 2,238 7.69 36.8 
1925 134,220,930 1,357,804 585,768 863,457 155.4 17,812 48.5 5,140 1,750 10.18 28.9 

















































































































37）「構内荷扱人心得」（1904年 7月 4日決裁，『諸規定』明治三十七年 1-12月）
38）「構内荷扱人心得制定並其執行方ノ件」（1904年 7月 4日決裁，『諸規定』明治三十七年 1-12月）
39）「各部照会案」（1908年 7月 10日決裁，『原義及通達綴』明治三十九年）













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































給していた。職夫の原籍の内訳は，福岡県 7，大分県 4，広島県 3，佐賀県 2，熊本県 2，香川









180 立命館経営学（第 48巻　第 4号）
四国，中国からも八幡に来ている。











































































































銑鉄積卸 久富組 30 作業時間変更あり





















































































　1908年 7月 27日― 10月 27日で，南門で紛失者は 181枚，東門で 70枚に達した
56)
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種別 1人役 煉瓦 1個に対する金額 分増し 形態
原料土取 男 立坪 1合 4夕 　　　9毛 1夕四方を増すごとに 1分を増す 請負
土踏 男 煉瓦 570個 7 57個増す毎に 1分を増す 請負
型抜 女 煉瓦 350 8 35個を増す毎に 1分を増す 請負
仕上 女 煉瓦 700 4 70個を増す毎に 1分を増す 請負
乾燥手間 男 煉瓦 2000 2 直営
窯詰 男 煉瓦 1000 4 直営
窯焚 男 煉瓦 1333 3 直営
窯出運搬 男 煉瓦 1150 　3.5 115個を増す毎に 1分を増す 請負
石炭 1厘 7毛
雑費 2厘
計 7厘 7毛 5
資料：「赤煉瓦製造ニ使役スル職夫特別扱伺」1905年 8月 5日『規程』明治三十八年















































































190 立命館経営学（第 48巻　第 4号）
職夫が遵守するべき規程が，職夫に対して，発せられた
69)
。1911年 1月施行「職夫心得」
70)
は「職
夫心得事項」（1905年 10月）では触れられていなかった職夫管理のあり方を規定し，職夫管理
についての原型をなすものであった。拡張工事の増加に伴なって，職夫の数が増加したことに
より，職夫に対する管理に製鐵所は本格的に取り組まざるを得なくなったのである。それが，
職夫供給規則第 16条による職夫心得の制定である。
・職夫は，定められた入門時間に門に集合し，供給人から交付された通門票を差し出し，証
印を受けて，指定された工場に行くこと，
・通門票を掛官に提出し，掛官から印を受けて退門の際に提出すること，通門票を紛失した
場合は賃金を得ることが出来ないこと，
・職夫の賃金は毎月 2回 15日及び月末で計算して「職夫供給人ニ対シ相当期間内ニ之ヲ支払
フモノトス」ること（職夫に対して直接支払われていなかった），
・作業中は掛官の管理統制の下におかれた（無断の作業中止及び休憩をとることの禁止，掛官の許
可無く業務を交代することまたは他人の補佐をすることの禁止，掛官守衛は何時でも職夫の身体及び携
帯品の検査を行うことができることなど），
・その他下記のようなことをなした場合には処分をすることが掲げられていた。「多数連合シ
テ不穏ノ挙動ヲ為ス」こと，「私物ヲ製作シ若ハ修理ヲ為ス」こと，横臥睡眠すること，構
内通路外を徘徊すること，集会放歌などの作業の妨害行為，落書き貼紙，濫りに喫煙また
は飲食すること等，
　これら，心得の條項に違反したときは，「出入ヲ停止若ハ禁止」するとしたのである。「職夫
心得」の設定により，単に取締事項ばかりでなく，受負人の職夫管理の原型ができあがったの
である。
69）「職夫心得決定ノ件ニ付伺」（1910年 12月 28日，『規程』明治四十四年）
70）「職夫心得制定ノ件」（1911年 1月 11日施行，同上）
